
新潟県環境検査協会との「災害等の発生時における環境調査に関する協定」締結について 

１．背景 
 ○近年大規模な自然災害が多発する中、有害物質による環境汚染事案※1が発生 
 ○災害による行政の検査機関の機能喪失や、増大が見込まれる環境調査業務への対応が課題 
 ○上記課題への対応策として自治体間の広域連携や自治体と⺠間検査機関との連携が活発化 
 ※1 建築物の倒壊によるアスベストの⾶散、メッキ⼯場⽔没による⻘酸化合物の流出など  
【参考】災害時の環境調査対応の基本スキーム 
 
 
 
 
   ※2 有害物質使用⼯場等（151施設）,PRTR届出施設（251施設）,吹付アスベスト使用施設（500施設以上）       
  
２．協定締結の目的 
 ○災害等の発生時において必要とされる環境調査能力の確保  
３．協定内容 
（１）支援体制の構築 
 ①支援担当会員の抽出 
  ・市の調査計画書に基づき支援可能な会員を抽出して市に報告する 
 ②支援業務の優先対応 
  ・支援要請を受けた支援担当会員は市の支援業務を優先的に実施する 
（２）環境調査の支援 
 ①サンプリング・検査・報告 
  ・市の調査計画書に基づき検体の採取及び検査を実施し結果を市に報告する 
 ②現場状況の確認・報告 
  ・検体採取現場の状況を確認･記録し市に報告する 

【平時の準備】 

リスク施設の把握※2 

・有害物使用施設 

・アスベスト施設 

【被害情報収集】 
・危険情報の収集 

・現地確認 

・緊急対応の実施 

【環境調査】 

・有害物調査 

 （水質,大気,土壌） 

・アスベスト調査 

【環境汚染対策】 
・注意喚起 

・避難指示・命令 

・立入禁止措置 

・汚染除去 

発災 


